
〇 日本成長戦略等を踏まえた潜在成長率の引上げ（『「強く豊かな日本」投資枠』活用項目）

〇 農地の大区画化等、共同利用施設の再編集約・合理化等、スマート
農業技術・新品種の開発、農業機械の導入、輸出産地の育成等を支援

農業構造転換集中対策
2,904億円＋事項要求（494億円）

〇 スタートアップの大規模実証、フードテック企業の海外展開等の取
組を総合的に支援し、フードテックへの官民投資を促進

フードテックの推進
502億円（１億円）

〇 関係企業や生産者等が一体となった食農分野における環境負荷低減、
気候変動への適応などＧＸの取組を支援

食農分野におけるＧＸ投資拡大
48億円（－）

〇 森林の集積・集約化、スマート林業技術の実装など川上から川下ま
での関係者の連携による生産性向上等の取組について、関連施策の優
遇措置により国産材サプライチェーン強靱化を重点的に支援

「森の国・木の街」創造連携
イニシアティブ事業

83億円（－）

〇 漁業経営の協業化・法人化促進、海洋環境変化に対応した漁業・養
殖業、スマート水産業の推進、水産物サプライチェーン強靱化を支援

協業化等による経営基盤の強固な漁
業経営体の創出 130億円（－）等

令和９年度農林水産関係予算概算要求の概要
総額 ３兆１,３７７億円（２兆２,９５６億円）

うち『「強く豊かな日本」投資枠』 ４，２７２億円
※ （ ）内は令和８年度当初予算額

〇 水田活用の直接支払交付金等の抜本的見直し、中山間地域等直接支
払・多面的機能支払の見直し、新たな環境直接支払の創設

新たな水田政策の創設
3,565億円＋事項要求（3,565億円）

〇 総合的・計画的な「農林漁業教育」をはじめとした食育の推進などによる
農林水産業・農山漁村に対する国民理解の醸成、飼養衛生管理の向上や分割
管理の推進、総合防除の推進などの家畜伝染病、病害虫等への対応強化

消費・安全対策交付金
57億円（19億円）等

〇 米・米加工品・米粉の需要拡大、麦・大豆の供給円滑化、種子の確
保対策、野菜、果樹・茶、花き、薬用作物、養蜂等の生産基盤強化

米穀等安定生産・需要開拓総合
対策事業       79億円（15億円）等

〇 家畜改良や施設整備・機械導入等による畜産・酪農の生産基盤強化、
食肉処理施設の新技術導入等の実証、和牛肉需要確保、鶏卵安定供給

緊急時液卵加工流通円滑化対策
事業          20億円（－）等

○ 堆肥の流通利便性向上等による国産肥料の生産・利用拡大、国産飼料
の生産・利用拡大、飼料備蓄・流通合理化

肥料の国産化・安定供給
    100億円（0.3億円）等

〇 輸出産地形成、サプライチェーン構築、商流開拓の体制・機能強化、
知的財産の保護・活用、安定的輸入の確保、国際協力の推進

輸出産地・事業者の育成・展開
190億円（58億円）等

○ 合理的な価格の形成に向けた、コストや取引実態の調査、コスト指
標の作成支援、フードGメンによる取引の監視等の実施

合理的な価格の形成
８億円（２億円）

○ フードバンクの機能強化やこども食堂、物流の効率化等の取組への
支援を通じた食品アクセスの確保

食品アクセス確保対策事業
６億円（0.2億円）等

○ 食品産業と農林漁業等の連携強化、食文化産業の中核拠点の創出 食品産業と農林漁業等の連携強化
73億円（1億円）等

〇 農林水産業の構造転換による成長産業化及び食料安全保障の強化

①食料安全保障の強化

＜事項要求＞

①新たな水田政策の実施に係る経費
②農業構造転換集中対策期間において機動的・弾力的に対応すべき事業の実施に係る経費
③「食料安全保障強化政策大綱」を踏まえた食料安全保障の強化に向けた対応に係る経費
④「第１次国土強靱化実施中期計画」に係る経費
⑤「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」を踏まえた農林水産分野における経費
⑥飲食料品に係る消費税率の引下げに係る対応に係る経費
⑦エネルギー・食料等国民生活を支える基盤の戦略的強化に要する経費
については、予算編成過程で検討



○ みどり認定者の取組定着・拡大のサポートの強化、有機農産物の広  
域流通に向けた産地形成等のみどり戦略の加速化、食品容器包装の切

   替え等のプラスチック削減・資源循環促進

みどりの食料システム戦略推進
総合対策 76億円（6億円）等

○ ２０２７年国際園芸博覧会に向けた来場者、参加者等の安全確保、
日本国政府出展等の運営、機運醸成、途上国の出展支援

２０２７年国際園芸博覧会に向
けた対応  113億円（81億円）

○ 森林の集積・集約化、林業適地での重点的な路網整備と再造林の省
力・低コスト化、先進的な林業機械の導入、木材加工流通施設の整備、
都市の木造化、特用林産物の競争力強化、木育・森業等の推進

森林循環利用・付加価値創出対策
186億円（92億円）

〇 新規就業者への体系的な研修、林業大学校で学ぶ就業前の者への給
付金給付、林業経営体の安全診断などの労働安全対策等を推進

森と木の人材育成・確保総合対策
57億円（49億円）

〇 スギ人工林の伐採・植替え等の加速化、スギ材需要の拡大、花粉飛
散量の予測・飛散防止等の取組を推進

花粉症解決に向けた総合対策
73億円（0.4億円）

○ 国土保全や森林の集積・集約化等に資する間伐、主伐後の再造林、
林道の開設・改良、林野火災対策、クマ・シカ等対策等を推進

森林整備事業＜公共＞
1,653億円（1,271億円）

〇 国直轄での集中的な復旧整備、予防治山対策による生活環境基盤の
確保に資する緊急輸送道路の保全などの治山対策を推進

治山事業＜公共＞
816億円（628億円）

○ 都道府県試験研究機関等との連携、漁船活用型調査の強化等による
効率的な情報収集体制の構築、ＡＩの活用等による資源評価の精度向
上、かつお・まぐろ等の資源管理、漁業取締りの実施

資源調査・評価の推進、管理体
制の構築 120億円（54億円）等

○ 収益性の向上等に必要な漁船、漁具等のリース方式による導入、新
規就業者向け長期研修の実施などによる経営体の育成、漁業経営安定
対策の着実な実施

地域を担う漁業者を後押しする
ための仕組みづくり

93億円（54億円）等
○ 持続可能な加工・流通システムの推進、拠点漁港等の流通機能の再
編・強化や養殖生産拠点の生産力強化など漁港・漁場整備

水産基盤整備事業＜公共＞
960億円（738億円）等

○ 水産物の輸出拡大、海業の振興、共同利用施設の整備、漁村環境の
保全に向けた漁業者活動の推進

海業の振興
12億円（３億円）等

○ 官民共創の促進による地域活性化、地域課題に応じた総合的な人材
育成、農福連携、農泊など里業の推進、中山間地農業の振興

農山漁村振興交付金
100億円（70億円）

○ 強固な侵入防止柵など柵整備の強化、クマ・シカ・イノシシの捕獲
対策の強化など鳥獣被害防止対策の推進とジビエ利用の更なる拡大

鳥獣被害防止対策とジビエ利用の推進
199億円（100億円）

③農村の振興

④環境と調和のとれた食料システムの確立

⑤百年つづく「森の国・木の街」の礎の確立

⑥海洋環境の激変に適応するための水産業の強靱化

○ 地域計画の実現に向けた農地バンクの機能発揮・協力団体との連携
による農地集約化、新規就農者の育成・確保、担い手の機械等の導入

地域計画に基づく農地の集約化
291億円（174億円）等

○ 農地の大区画化等、水利施設の計画的更新、ため池防災・減災対策、
情報通信環境整備など生産基盤・生活インフラの整備・保全

農業農村整備事業＜公共＞
4,375億円（3,365億円）等

○ スマート農業技術の開発・供給、サービス事業者の育成・活動、重
要品種の育成・種苗生産、農研機構の研究開発・機能強化の推進

スマート農業技術活用促進集中支援
プログラム  796億円（185億円）等

○ ゲタ・ナラシ、収入保険、野菜価格安定対策、マルキンなどの経営
安定対策の適確な実施

収入保険制度の実施
（所要額）532億円（327億円）等

②農地・人材・技術の強化による農業の持続的・創造的発展
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